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規 則 

 

母 子 及 び 父 子 並 び に 寡 婦 福 祉 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 四 年 三 月 十 五 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 九 号  

   母 子 及 び 父 子 並 び に 寡 婦 福 祉 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 母 子 及 び 父 子 並 び に 寡 婦 福 祉 法 施 行 細 則 （ 昭 和 四 十 年 三 重 県 規 則 第 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

 改   正   後  改   正   前  

（ 貸 付 決 定 ）  

第 一 条 の 二  知 事 は 、 前 条 第 一 項 、 第 四 項 又 は 第 五

項 の 規 定 に よ る 申 請 書 の 提 出 が あ つ た と き は 、 貸

付 け に つ い て の 可 否 の 決 定 を 行 い 、 申 請 者 又 は 申

請 書 を 提 出 し た 母 子 ・ 父 子 福 祉 団 体 に 対 し 、 貸 付

決 定 通 知 書 （ 第 十 号 様 式 の 四 ） 又 は 貸 付 不 承 認 決

定 通 知 書 （ 第 十 号 様 式 の 五 ） を 交 付 す る も の と す

る 。  

（ 貸 付 決 定 ）  

第 一 条 の 二  知 事 は 、 前 条 第 一 項 又 は 第 四 項 の 規 定

に よ る 申 請 書 の 提 出 が あ つ た と き は 、 貸 付 け に つ

い て の 可 否 の 決 定 を 行 い 、 申 請 者 又 は 申 請 書 を 提

出 し た 母 子 ・ 父 子 福 祉 団 体 に 対 し 、 貸 付 決 定 通 知

書 （ 第 十 号 様 式 の 四 ） 又 は 貸 付 不 承 認 決 定 通 知 書

（ 第 十 号 様 式 の 五 ） を 交 付 す る も の と す る 。  

第 二 条  （ 略 ）  第 二 条  （ 略 ）  

 （ 在 学 証 明 書 等 の 提 出 ）   

第 二 条 の 二  法 第 十 三 条 第 一 項 第 二 号 、 第 三 十 一 条

の 六 第 一 項 第 二 号 若 し く は 第 三 十 二 条 第 一 項 第 二

号 に 規 定 す る 資 金 又 は 法 第 十 三 条 第 一 項 第 三 号 、

第 三 十 一 条 の 六 第 一 項 第 三 号 若 し く は 第 三 十 二 条

第 一 項 第 三 号 に 規 定 す る 資 金 又 は 法 第 十 三 条 第 一

項 第 四 号 、 第 三 十 一 条 の 六 第 一 項 第 四 号 若 し く は

第 三 十 二 条 第 一 項 第 四 号 に 規 定 す る 資 金 （ 修 学 又

は 知 識 技 能 の 習 得 に 係 る も の に 限 る 。 ） の 貸 付 決 定

の 通 知 を 受 け た 者 は 、 当 該 貸 付 に 係 る 修 学 中 又 は

知 識 技 能 の 習 得 中 、 毎 年 度 知 事 の 定 め る 日 ま で に 、

そ の 旨 を 証 す る 書 類 を 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。  

 

（ 貸 付 金 の 増 額 申 請 ）  （ 貸 付 金 の 増 額 申 請 ）  

第 五 条  資 金 の 貸 付 け を 継 続 し て 受 け て い る 者 は 、

そ の 貸 付 金 が 令 第 七 条 第 三 号 か ら 第 五 号 ま で 及 び

第 八 号 並 び に 第 三 十 六 条 第 三 号 か ら 第 五 号 ま で 及

び 第 八 号 に 規 定 す る 限 度 額 に 満 た な い 場 合 に お い

て 、 特 別 の 事 由 に よ り 増 額 を 必 要 と す る と き は 、

貸 付 金 増 額 申 請 書 （ 第 十 七 号 様 式 ） を 知 事 に 提 出

し な け れ ば な ら な い 。  

第 五 条  資 金 の 貸 付 け を 継 続 し て 受 け て い る 者 は 、

そ の 貸 付 金 が 令 第 七 条 第 三 号 か ら 第 五 号 ま で 及 び

第 八 号 並 び に 第 三 十 六 条 第 三 号 か ら 第 五 号 ま で 及

び 第 八 号 に 規 定 す る 限 度 額 に 満 た な い 場 合 に お い

て 、 特 別 の 事 由 に よ り 増 額 を 必 要 と す る と き は 、

貸 付 増 額 申 請 書 （ 第 十 七 号 様 式 ） を 知 事 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

（ 書 類 の 提 出 ）  （ 書 類 の 提 出 ）  

第 十 五 条  こ の 規 則 に 基 づ く 申 請 書 、 借 用 書 、 届 書

そ の 他 の 書 類 の う ち 、 第 十 一 条 の 二 に 規 定 す る 届

出 に 関 す る 書 類 及 び 第 十 三 条 に 規 定 す る 証 明 書 交

付 申 請 書 以 外 の 書 類 （ 以 下 「 申 請 書 等 」 と い う 。 ）

は 、 福 祉 事 務 所 を 経 由 し て 知 事 に 提 出 し な け れ ば
第 十 五 条  こ の 規 則 に 基 づ く 申 請 書 、 借 用 書 、 届 書

そ の 他 の 書 類 の う ち 、 第 十 三 条 に 規 定 す る 証 明 書

交 付 申 請 書 以 外 の 書 類 （ 以 下 「 申 請 書 等 」 と い う 。 ）

は 、 福 祉 事 務 所 を 経 由 し て 知 事 に 提 出 し な け れ ば

な ら な い 。 た だ し 、 福 祉 事 務 所 を 設 置 し な い 町 の
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な ら な い 。 た だ し 、 福 祉 事 務 所 を 設 置 し な い 町 の

区 域 内 に 住 所 地 を 有 す る 者 は 、 当 該 町 を 経 由 し て

知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

区 域 内 に 住 所 地 を 有 す る 者 は 、 当 該 町 を 経 由 し て

知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  
２  知 事 は 、 前 項 の 申 請 書 等 の 提 出 が あ っ た と き は 、

福 祉 事 務 所 を 経 由 し て 決 定 通 知 書 を 交 付 し な け れ

ば な ら な い 。  

 

３  第 三 条 に 規 定 す る 氏 名 、 住 所 等 変 更 届 及 び 氏 名 、

住 所 等 変 更 届 を 提 出 し た 後 の 申 請 書 等 は 、 第 一 条

に 規 定 す る 母 子 福 祉 資 金 貸 付 申 請 書 、 父 子 福 祉 資

金 貸 付 申 請 書 又 は 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 申 請 書 を 提 出

し た 福 祉 事 務 所 を 経 由 し て 知 事 に 提 出 し な け れ ば

な ら な い 。 た だ し 、 県 の 区 域 外 に 住 所 を 有 す る こ

と と な っ た 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。  

２  第 三 条 に 規 定 す る 氏 名 、 住 所 等 変 更 届 は 、 旧 住

所 地 を 管 轄 す る 福 祉 事 務 所 を 経 由 し て 知 事 に 提 出

し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 氏 名 、 住 所 等 変 更

届 を 提 出 し た 後 の 申 請 書 等 の 提 出 は 、 新 住 所 地 と

す る 。  

４ ・ ５  （ 略 ）  ３ ・ ４  （ 略 ）  

   附  則  

１  こ の 規 則 は 、 令 和 四 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

２  こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に 改 正 前 の 母 子 及 び 父 子 並 び に 寡 婦 福 祉 法 施 行 細 則 の 規 定 に 基 づ い て 提 出 さ れ て い る

申 請 書 等 は 、 改 正 後 の 母 子 及 び 父 子 並 び に 寡 婦 福 祉 法 施 行 細 則 の 規 定 に 基 づ い て 提 出 さ れ た 申 請 書 等 と み な す 。 

 

建 築 基 準 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 四 年 三 月 十 五 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 十 号  

建 築 基 準 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

建 築 基 準 法 施 行 細 則 （ 昭 和 四 十 六 年 三 重 県 規 則 第 六 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 道 路 の 位 置 の 指 定 の 申 請 ）  （ 道 路 の 位 置 の 指 定 の 申 請 ）  

第 十 四 条  （ 略 ）  第 十 四 条  （ 略 ）  

２  知 事 は 、 法 第 四 十 二 条 第 一 項 第 五 号 の 規 定 に よ

り 道 路 を 指 定 し た と き は 、 速 や か に 、 そ の 旨 を 公

告 し 、 か つ 、 道 路 指 定 （ 変 更 ・ 廃 止 ） 通 知 書 （ 第

八 号 様 式 の 二 ） に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の と す

る 。  

 

（ 道 路 の 指 定 等 の 変 更 又 は 廃 止 ）  （ 道 路 の 指 定 等 の 変 更 又 は 廃 止 ）  

第 十 四 条 の 二  法 第 四 十 二 条 第 一 項 第 五 号 又 は 第 二

項 の 規 定 に よ る 指 定 を 受 け た 道 路 を 変 更 し 、 又 は

廃 止 し よ う と す る 者 は 、 道 路 指 定 （ 変 更 ・ 廃 止 ）

申 請 書 （ 第 八 号 様 式 ） の 正 本 及 び 副 本 を 知 事 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

第 十 四 条 の 二  法 第 四 十 二 条 第 一 項 第 五 号 及 び 第 二

項 の 規 定 に よ る 指 定 を 受 け た 道 路 を 変 更 し 、 又 は

廃 止 し よ う と す る 者 は 、 道 路 指 定 （ 変 更 ・ 廃 止 ）

申 請 書 （ 第 八 号 様 式 ） の 正 本 及 び 副 本 を 知 事 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  知 事 は 、 前 項 の 申 請 に よ り 道 路 の 変 更 又 は 廃 止

を し た と き は 、 速 や か に 、 そ の 旨 を 公 告 し 、 か つ 、

道 路 指 定 （ 変 更 ・ 廃 止 ） 通 知 書 （ 第 八 号 様 式 の 二 ）

に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

２  知 事 は 、 前 項 の 申 請 に よ り 道 路 の 変 更 又 は 廃 止

を し た 場 合 に あ つ て は 、 速 や か に 、 そ の 旨 を 公 告

し 、 か つ 、 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

（ 延 焼 防 止 上 支 障 が な い こ と の 認 定 申 請 書 ）  （ 延 焼 防 止 上 支 障 が な い こ と の 認 定 申 請 書 ）  

第 十 五 条 の 三  政 令 第 百 十 五 条 の 二 第 一 項 第 四 号 た

だ し 書 の 規 定 に よ る 認 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、

省 令 第 十 条 の 四 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 別 記 第 四

十 八 号 様 式 に よ る 申 請 書 の 正 本 及 び 副 本 に 、 次 に

掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な
第 十 五 条 の 三  政 令 第 百 十 五 条 の 二 第 一 項 第 四 号 た

だ し 書 の 規 定 に よ る 認 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、

延 焼 防 止 上 支 障 が な い こ と の 認 定 申 請 書 （ 第 九 号

様 式 ） の 正 本 及 び 副 本 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え

て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  
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い 。  

一 ・ 二  （ 略 ）  一 ・ 二  （ 略 ）  
２  知 事 は 、 政 令 第 百 十 五 条 の 二 第 一 項 第 四 号 た だ

し 書 の 規 定 に よ り 延 焼 防 止 上 支 障 が な い と 認 め た

と き は 、 省 令 第 十 条 の 四 の 二 第 三 項 の 規 定 に よ る

別 記 第 四 十 九 号 様 式 に よ る 通 知 書 に よ り 申 請 者 に

通 知 す る も の と す る 。  

 
（ 保 存 建 築 物 の 適 用 除 外 の 指 定 申 請 書 ）  （ 保 存 建 築 物 の 適 用 除 外 の 指 定 申 請 書 ）  

第 十 五 条 の 四  法 第 三 条 第 一 項 第 三 号 の 規 定 に よ る

建 築 物 の 指 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、 指 定 申 請 書

（ 第 九 号 様 式 ） の 正 本 一 通 及 び 副 本 三 通 に 、 次 に

掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。  

第 十 五 条 の 四  法 第 三 条 第 一 項 第 三 号 の 規 定 に よ る

建 築 物 の 指 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、 適 用 除 外 建

築 物 指 定 申 請 書 （ 第 九 号 様 式 の 二 ） の 正 本 一 通 及

び 副 本 三 通 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

一 ・ 二  （ 略 ）  一 ・ 二  （ 略 ）  

２  知 事 は 、 法 第 三 条 第 一 項 第 三 号 の 規 定 に よ り 保

存 建 築 物 を 指 定 し た と き は 、 指 定 通 知 書 （ 第 九 号

様 式 の 二 ） に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 

（ 保 存 建 築 物 の 適 用 除 外 の 認 定 申 請 書 ）  （ 保 存 建 築 物 の 適 用 除 外 の 認 定 申 請 書 ）  

第 十 五 条 の 五  法 第 三 条 第 一 項 第 四 号 の 規 定 に よ る

建 築 物 の 認 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、 省 令 第 十 条

の 四 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ る 別 記 第 四 十 八 号 様 式

に よ る 申 請 書 の 正 本 一 通 及 び 副 本 三 通 に 、 次 に 掲

げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。  

第 十 五 条 の 五  法 第 三 条 第 一 項 第 四 号 の 規 定 に よ る

建 築 物 の 認 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、 適 用 除 外 建

築 物 認 定 申 請 書 （ 第 九 号 様 式 の 三 ） の 正 本 一 通 及

び 副 本 三 通 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

一 ・ 二  （ 略 ）  一 ・ 二  （ 略 ）  

２  知 事 は 、 法 第 三 条 第 一 項 第 四 号 の 規 定 に よ り 建

築 物 の 原 形 を 再 現 す る こ と を 認 め た と き は 、 省 令

第 十 条 の 四 の 二 第 三 項 の 規 定 に よ る 別 記 第 四 十 九

号 様 式 に よ る 通 知 書 に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の

と す る 。  

 

（ 一 の 敷 地 と み な す こ と 等 に よ る 制 限 の 緩 和 に 係

る 認 定 申 請 書 等 ）  

（ 一 の 敷 地 と み な す こ と 等 に よ る 制 限 の 緩 和 に 係

る 認 定 申 請 書 等 ）  

第 十 六 条  法 第 八 十 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規

定 に よ る 認 定 又 は 同 条 第 三 項 、 第 四 項 若 し く は 法

第 八 十 六 条 の 二 第 二 項 の 規 定 に よ る 許 可 を 受 け よ

う と す る 者 は 、 省 令 第 十 条 の 十 六 第 一 項 で 定 め る

認 定 申 請 書 又 は 同 項 若 し く は 同 条 第 三 項 で 定 め る

許 可 申 請 書 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

第 十 六 条  法 第 八 十 六 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規

定 に よ る 認 定 又 は 同 条 第 三 項 、 第 四 項 若 し く は 法

第 八 十 六 条 の 二 第 二 項 の 規 定 に よ る 許 可 を 受 け よ

う と す る 者 は 、 省 令 第 十 条 の 十 六 第 一 項 で 定 め る

認 定 申 請 書 又 は 同 項 若 し く は 同 条 第 三 項 で 定 め る

許 可 申 請 書 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

一  （ 略 ）  一  （ 略 ）  

二  省 令 第 十 条 の 十 六 第 一 項 第 三 号 又 は 同 条 第 三

項 第 二 号 に 規 定 す る 所 有 権 又 は 借 地 権 を 有 す る

者 の 同 意 書 （ 第 九 号 様 式 の 三 ） 及 び 同 書 面 に 押

印 さ れ た 印 鑑 の 印 鑑 登 録 証 明 書  

二  省 令 第 十 条 の 十 六 第 一 項 第 三 号 又 は 同 条 第 三

項 第 二 号 に 規 定 す る 所 有 権 又 は 借 地 権 を 有 す る

者 の 同 意 書 （ 第 九 号 様 式 の 四 ） 及 び 同 書 面 に 押

印 さ れ た 印 鑑 の 印 鑑 登 録 証 明 書  

三  （ 略 ）  三  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

３  法 第 八 十 六 条 の 五 第 二 項 の 規 定 に よ る 認 定 の 取

消 し 又 は 同 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 許 可 の 取 消 し を

受 け よ う と す る 者 は 、 省 令 第 十 条 の 二 十 一 第 一 項

で 定 め る 認 定 取 消 申 請 書 又 は 許 可 取 消 申 請 書 に 、
３  法 第 八 十 六 条 の 五 第 二 項 の 規 定 に よ る 認 定 の 取

消 し 又 は 同 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 許 可 の 取 消 し を

受 け よ う と す る 者 は 、 省 令 第 十 条 の 二 十 一 第 一 項

で 定 め る 認 定 取 消 申 請 書 又 は 許 可 取 消 申 請 書 に 、

令和4年3月15日 三　重　県　公　報 第　294　号

4



次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な

ら な い 。  

次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な

ら な い 。  
一  （ 略 ）  一  （ 略 ）  

二  省 令 第 十 条 の 二 十 一 第 一 項 第 二 号 に 規 定 す る

所 有 権 又 は 借 地 権 を 有 す る 者 全 員 の 合 意 書 （ 第

九 号 様 式 の 四 ） 及 び 同 書 面 に 押 印 さ れ た 印 鑑 の

印 鑑 登 録 証 明 書  

二  省 令 第 十 条 の 二 十 一 第 一 項 第 二 号 に 規 定 す る

所 有 権 又 は 借 地 権 を 有 す る 者 全 員 の 合 意 書 （ 第

九 号 様 式 の 五 ） 及 び 同 書 面 に 押 印 さ れ た 印 鑑 の

印 鑑 登 録 証 明 書  

三  （ 略 ）  三  （ 略 ）  

（ 建 築 協 定 の 認 可 申 請 等 ）  （ 建 築 協 定 の 認 可 申 請 等 ）  

第 十 六 条 の 四  法 第 七 十 条 第 一 項 の 認 可 を 受 け よ う

と す る 者 は 、 建 築 協 定 （ 変 更 ） 認 可 申 請 書 （ 第 十

号 様 式 ） の 正 本 及 び 副 本 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を 添

え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

第 十 六 条 の 四  法 第 七 十 条 第 一 項 の 認 可 を 受 け よ う

と す る 者 は 、 建 築 協 定 認 可 申 請 書 （ 第 十 号 様 式 ）

の 正 本 及 び 副 本 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

一 ～ 四  （ 略 ）  一 ～ 四  （ 略 ）  

２  法 第 七 十 四 条 第 一 項 （ 法 第 七 十 六 条 の 三 第 六 項

に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 認 可 を 受 け よ

う と す る 者 は 、 建 築 協 定 （ 変 更 ） 認 可 申 請 書 （ 第

十 号 様 式 ） の 正 本 及 び 副 本 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を

添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  法 第 七 十 四 条 第 一 項 （ 法 第 七 十 六 条 の 三 第 六 項

に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 認 可 を 受 け よ

う と す る 者 は 、 建 築 協 定 変 更 認 可 申 請 書 （ 第 十 号

様 式 の 二 ） の 正 本 及 び 副 本 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を

添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

一 ～ 四  （ 略 ）  一 ～ 四  （ 略 ）  

３  知 事 は 、 法 第 七 十 三 条 第 一 項 （ 法 第 七 十 四 条 第

二 項 （ 法 第 七 十 六 条 の 三 第 六 項 に お い て 準 用 す る

場 合 を 含 む 。 ） に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ）

の 規 定 に よ り 建 築 協 定 を 認 可 し た と き は 、 建 築 協

定 （ 変 更 ） 認 可 通 知 書 （ 第 十 号 様 式 の 二 ） に よ り

申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 

４  法 第 七 十 六 条 第 一 項 （ 法 第 七 十 六 条 の 三 第 六 項

に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 認 可 を 受 け よ

う と す る 者 は 、 建 築 協 定 廃 止 認 可 申 請 書 （ 第 十 号

様 式 の 三 ） の 正 本 及 び 副 本 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を

添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

３  法 第 七 十 六 条 第 一 項 （ 法 第 七 十 六 条 の 三 第 六 項

に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 認 可 を 受 け よ

う と す る 者 は 、 建 築 協 定 廃 止 認 可 申 請 書 （ 第 十 号

様 式 の 二 ） の 正 本 及 び 副 本 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を

添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

一 ～ 四  （ 略 ）  一 ～ 四  （ 略 ）  

５  知 事 は 、 法 第 七 十 六 条 第 一 項 （ 法 第 七 十 六 条 の

三 第 六 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定

に よ り 建 築 協 定 の 廃 止 を 認 可 し た と き は 、 建 築 協

定 廃 止 認 可 通 知 書 （ 第 十 号 様 式 の 四 ） に よ り 申 請

者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 

（ 建 築 協 定 の 設 定 の 特 則 ）  （ 建 築 協 定 の 設 定 の 特 則 ）  

第 十 六 条 の 五  法 第 七 十 六 条 の 三 第 二 項 の 認 可 を 受

け よ う と す る 者 は 、 前 条 第 一 項 の 建 築 協 定 （ 変 更 ）

認 可 申 請 書 に 、 同 項 第 一 号 、 第 二 号 及 び 第 四 号 に

掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。  

第 十 六 条 の 五  法 第 七 十 六 条 の 三 第 二 項 の 認 可 を 受

け よ う と す る 者 は 、 前 条 第 一 項 の 建 築 協 定 認 可 申

請 書 に 、 同 項 第 一 号 、 第 二 号 及 び 第 四 号 に 掲 げ る

図 書 を 添 え て 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  法 第 七 十 六 条 の 三 第 四 項 に お い て 準 用 す る 法 第

七 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 認 可 を 受 け た 者 は 、

認 可 の 日 か ら 起 算 し て 三 年 以 内 に 当 該 建 築 協 定 区

域 内 の 土 地 に 二 以 上 の 土 地 の 所 有 者 等 が 存 す る こ

と と な つ た 場 合 に お い て は 、 速 や か に そ の 旨 を 一

人 建 築 協 定 効 力 発 生 届 （ 第 十 号 様 式 の 五 ） に よ り

知 事 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

２  法 第 七 十 六 条 の 三 第 四 項 に お い て 準 用 す る 法 第

七 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 認 可 を 受 け た 者 は 、

認 可 の 日 か ら 起 算 し て 三 年 以 内 に 当 該 建 築 協 定 区

域 内 の 土 地 に 二 以 上 の 土 地 の 所 有 者 等 が 存 す る こ

と と な つ た 場 合 に お い て は 、 速 や か に そ の 旨 を 一

人 建 築 協 定 効 力 発 生 届 （ 第 十 号 様 式 の 三 ） に よ り

知 事 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

令和4年3月15日 三　重　県　公　報 第　294　号

5



（ 建 築 協 定 の 認 可 等 の 公 告 の あ つ た 日 以 後 建 築 協

定 に 加 わ る 手 続 ）  

（ 建 築 協 定 の 認 可 等 の 公 告 の あ つ た 日 以 後 建 築 協

定 に 加 わ る 手 続 ）  
第 十 六 条 の 六  法 第 七 十 五 条 の 二 第 一 項 又 は 第 二 項

の 規 定 に よ り 建 築 協 定 区 域 内 の 土 地 の 所 有 者 又 は

建 築 協 定 区 域 隣 接 地 の 区 域 内 の 土 地 の 所 有 者 等

が 、 当 該 建 築 協 定 に 加 わ る こ と と な つ た 場 合 は 、

建 築 協 定 加 入 届 出 書 （ 第 十 号 様 式 の 六 ） の 正 本 及

び 副 本 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 届 け 出

な け れ ば な ら な い 。  

第 十 六 条 の 六  法 第 七 十 五 条 の 二 第 一 項 又 は 第 二 項

の 規 定 に よ り 建 築 協 定 区 域 内 の 土 地 の 所 有 者 又 は

建 築 協 定 区 域 隣 接 地 の 区 域 内 の 土 地 の 所 有 者 等

が 、 当 該 建 築 協 定 に 加 わ る こ と と な つ た 場 合 は 、

建 築 協 定 加 入 届 出 書 （ 第 十 号 様 式 の 四 ） の 正 本 及

び 副 本 に 、 次 に 掲 げ る 図 書 を 添 え て 知 事 に 届 け 出

な け れ ば な ら な い 。  

一 ・ 二  （ 略 ）  一 ・ 二  （ 略 ）  

第 八 号 様 式 を 次 の よ う に 改 め る 。  

 

令和4年3月15日 三　重　県　公　報 第　294　号

6



 

 

第８号様式（第14条、第14条の２関係）（Ａ４） 
 
 

道路指定（変更・廃止）申請書 
 

（第一面） 
 
 
 
 

 建築基準法第４２条第 項第 号の規定による道路の指定（変更・廃止）を申請します。

この申請書及び添付図書の記載の事項は、事実に相違ありません。 

 
 
 三重県知事         宛て 
 
 
                                年  月  日  
 
                    申請者氏名               
 
 
【1.申請者】 
  【イ.氏名のフリガナ】 
  【ロ.氏名】 
  【ハ.郵便番号】 
  【ニ.住所】 
  【ホ.電話番号】 
 
【2.設計者】 
  【イ.氏名】 
  【ロ.事務所名】 
 
  【ハ.郵便番号】 
  【ニ.所在地】 
  【ホ.電話番号】 
 
 
 
 
 
 

※手数料欄 

※受付欄 ※指定欄 ※公告欄 

    年  月  日     年  月  日 

第    号 第    号 

 

令和4年3月15日 三　重　県　公　報 第　294　号

7



 

 

（第二面） 
  道路に関する事項 
 
【1.地名地番】 
 
【2.面積】 
 
【3.幅員及び延長】 
   (道路番号)(幅員  )(延長  ) 
   (Ａ   )(    )(    ) 
   (Ｂ   )(    )(    ) 
   (Ｃ   )(    )(    ) 
   (Ｄ   )(    )(    ) 
 
【4.既存道路への接続】 
  【イ.接続先の既存道路の種別】(1)法第42条 第  項 第  号 
                 (2)法第42条 第  項 第  号 
   【ロ.接続先の既存道路の名称】(1) 
                 (2) 
 
【5.権利を有する者の氏名及び権利の種類】 
   (氏名   )(権利の種類)(権利を有する土地の地名地番          ) 
   (     )(     )(                       ) 
   (     )(     )(                       ) 
   (     )(     )(                       ) 
   (     )(     )(                       ) 
   (     )(     )(                       ) 
   (     )(     )(                       ) 
   (     )(     )(                       ) 
   (     )(     )(                       ) 
   (     )(     )(                       ) 
   (     )(     )(                       ) 
 
【6.工事着手予定年月日】     年  月  日 
 
【7.工事完了予定年月日】     年  月    日 
 
【8.その他必要な事項】 
 
【9.備考】 
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（注意） 

１．各面共通関係 

数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

２．.第一面関係 

① 申請者が２以上のときは、１欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請者に

ついてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

② ２欄「イ」は、設計者が建築士のときは、氏名に加え、建築士の種別及び登録番号を記入

してください。 

③ ２欄「ロ」は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、登録都道府

県及び登録番号を記入してください。 

④ ※印のある欄は記入しないでください。 

３.第二面関係 

① 各欄共通 変更申請のときは、変更前及び変更後の内容を対照させて記入してください。 

② ３欄及び５欄の事項については、別紙に明示して添付すれば記載する必要はありません。 

③ ３欄の幅員及び延長は、少数点以下第２位を切り捨てて少数点以下第１位まで記入してく

ださい。 

④ ４欄「ロ」は、認定道路の名称、指定道路の指定番号等を記入してください。 

⑤ ５欄の権利の種類は、所有権、賃借権、抵当権、根抵当権等の別を記入してください。 

⑥ 変更申請又は廃止申請のときは、８欄に変更又は廃止の対象となる指定道路の指定番号及

び指定年月日を記入してください。 
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第 八 号 様 式 の 次 に 次 の 一 様 式 を 加 え る 。  
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第８号様式の２（第14条、第14条の２関係）（Ａ４） 
 
 

道路指定（変更・廃止）通知書 
 
 

第         号 
    年  月  日 

 
  申請者          様 
 

三重県知事                   印  
 
 
下記による道路指定（変更・廃止）申請書及び添付図書に記載の道路について、建

築基準法第４２条第  項第  号の規定による道路の指定（変更・廃止）をしたの
で通知します。 
 

記 
 
１．申請年月日      年  月  日 
 
２．道路の位置 
 
３．道路の概要 

道路番号    幅員     延長 
 
 
 
 
 
 
 
（注意）この通知書は、大切に保存しておいてください。  
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第 九 号 様 式 及 び 第 九 号 様 式 の 二 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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第９号様式（第15条の４関係）（Ａ４） 
 
 

指定申請書 
 

（第一面） 
 
 
 
 
建築基準法第３条第１項第３号の規定による指定を申請します。この申請書及び添付図書の記載 

の事項は、事実に相違ありません。 
 
 
 三重県知事          宛て 
 
 
                                年  月  日  
 
                    申請者氏名               
 
 
【1.申請者】 
  【イ.氏名のフリガナ】 
  【ロ.氏名】 
  【ハ.郵便番号】 
  【ニ.住所】 
  【ホ.電話番号】 
 
【2.設計者】 
  【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 
  【ロ.氏名】 
  【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 
 
  【ニ.郵便番号】 
  【ホ.所在地】 
  【ヘ.電話番号】 
 
 

※受付欄 ※決裁欄 ※指定番号欄 

    年  月  日      年  月  日 

第        号 第        号 

係員氏名 係員氏名 
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（第二面） 
  建築物及びその敷地に関する事項 
 
【1.地名地番】 
 
【2.住居表示】 
 
【3.防火地域】  □防火地域   □準防火地域   □指定なし 
 
【4.その他の区域、地域、地区又は街区】 
 
【5.道路】 
  【イ.幅員】 
   【ロ.敷地と接している部分の長さ】 
 
【6.敷地面積】 
    【イ.敷地面積】    (1)(            )(            )(           )(           ) 
                       (2)(            )(            )(           )(           ) 
    【ロ.用途地域等】     (            )(            )(           )(           ) 
    【ハ.建築基準法第52条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率】  
                         (            )(            )(           )(           ) 
    【ニ.建築基準法第53条第１項の規定による建築物の建蔽率】 
                         (            )(            )(           )(           ) 
    【ホ.敷地面積の合計】  (1) 
                (2) 
    【ヘ.敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 
    【ト.敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 
   【チ.備考】 
 
【7.主要用途】 (区分    ) 
 
【8.工事種別】 
  □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替 
 
【9.建築面積】               (申請部分        )(申請以外の部分 )(合計          ) 
    【イ.建築面積】          (                )(               )(              ) 
    【ロ.建蔽率】 
 
【10.延べ面積】              (申請部分        )(申請以外の部分 )(合計          ) 
    【イ.建築物全体】        (                )(               )(              ) 
    【ロ.地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 

                             (                 )(                )(               ) 

   【ハ.エレベーターの昇降路の部分】 

                             (                 )(                )(               ) 

   【ニ. 共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 

                             (                 )(                )(               ) 

   【ホ.自動車車庫等の部分】 (                 )(                )(               ) 

   【ヘ.備蓄倉庫の部分】     (                 )(                )(               ) 

   【ト.蓄電池の設置部分】   (                 )(                )(               ) 

   【チ.自家発電設備の設置部分】 

                             (                 )(                )(               ) 

   【リ.貯水槽の設置部分】   (                 )(                )(               ) 

   【ヌ.宅配ボックスの設置部分】 

                (                )(               )(               ) 

 

【ル.住宅の部分】         (                )(               )(               ) 

【ヲ.老人ホーム等の部分】 

                             (                )(               )(               ) 
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   【ワ.延べ面積】          

   【カ.容積率】          

 
 
【11.建築物の数】 
  【イ.申請に係る建築物の数】 
   【ロ.同一敷地内の他の建築物の数】 
 
【12.工事着手予定年月日】     年  月  日 
 
【13.工事完了予定年月日】     年  月    日 
 
【14.その他必要な事項】 
 
【15.備考】 
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（第三面） 
  建築物別概要 
 
【1.番号】 
 
【2.工事種別等】 □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 
         □大規模の修繕 □大規模の模様替 □既設 
 
【3.構造】        造   一部       造 
 
【4.高さ】 
   【イ.最高の高さ】 
   【ロ.最高の軒の高さ】 
 
【5.用途別床面積】 
       (用途の区分)(具体的な用途の名称)(申請部分)(申請以外の部分)(合計  ) 
    【イ.】(     )(         )(    )(       )(    ) 
    【ロ.】(     )(         )(    )(       )(    ) 
    【ハ.】(     )(         )(    )(       )(    ) 
    【ニ.】(     )(         )(    )(       )(    ) 
    【ホ.】(     )(         )(    )(       )(    ) 
 
【6.その他必要な事項】 
 
 
【7.備考】 
 
 

令和4年3月15日 三　重　県　公　報 第　294　号

16



 

 

（注意） 
１.各面共通関係 

数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 
２.第一面関係 
① 申請者が２以上のときは、１欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請者につい

てそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 
② ２欄は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務所に属して

いないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。 
③ 設計者が２以上のときは、２欄は代表となる設計者について記入し、別紙に他の設計者につい

て棟別にそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 
④ ※印のある欄は記入しないでください。 

３.第二面関係 
① 住居表示が定まつているときは、２欄に記入してください。 
② ３欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築物の敷地が防火地

域、準防火地域又は指定のない区域のうち２以上の地域又は区域にわたるときは、それぞれの地域又は
区域について記入してください。 

③ ４欄は、建築物の敷地が存する３欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又は街区を記入してくださ
い。なお、建築物の敷地が２以上の区域、地域、地区又は街区にわたる場合は、それぞれの区域、地域、
地区又は街区を記入してください。 

④ ５欄は、建築物の敷地が２メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなものについて記入し
てください。 

⑤ ６欄の「イ」(1)は、建築物の敷地が、２以上の用途地域、高層住居誘導地区、居住環境向上用
途誘導地区若しくは特定用途誘導地区、建築基準法第52条第１項第１号から第８号までに規定す
る容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第53条第１項第１号から第６号までに規定す
る建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する都市計画において定められた建築物の建蔽率の最
高限度の異なる地域、地区若しくは区域（以下「用途地域が異なる地域等」という。）にわたる
場合においては、用途地域が異なる地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応す
る敷地の面積を記入してください。「イ」(2)は、同法第52条第12項の規定を適用する場合にお
いて、同条第13項の規定に基づき、「イ」(1)で記入した敷地面積に対応する敷地の部分につい
て、建築物の敷地のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定められた限度の線との
間の部分を除いた敷地の面積を記入してください。 

⑥ ６欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部分について、そ
れぞれ記入してください。 

⑦ ６欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。 
⑧ 建築物の敷地が、建築基準法第52条第７項若しくは第９項に該当する場合又は同条第８項若しくは第

12項の規定が適用される場合においては、６欄の「ヘ」に、同条第７項若しくは第９項の規定に基づき
定められる当該建築物の容積率又は同条第８項若しくは第12項の規定が適用される場合における当該
建築物の容積率を記入してください。 

⑨ 建築物の敷地について、建築基準法第57条の２第４項の規定により現に特例容積率の限度が公告され
ているときは、６欄の「チ」にその旨及び当該特例容積率の限度を記入してください。 

⑩ 建築物の敷地が建築基準法第53条第２項若しくは同法第57条の５第２項に該当する場合又は建築物
が同法第53条第３項、第６項、第７項若しくは第８項に該当する場合においては、６欄の「ト」に、同
条第２項第３項、第６項、第７項又は第８項の規定に基づき定められる当該建築物の建蔽率を記入して
ください。 

⑪ ７欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をできるだけ具体的に
書いてください。 

⑫ ８欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 
⑬ 10欄の「ロ」に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ１メートル以下にあるものの住宅又は老

人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、「ハ」にエレベーターの昇降
路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊
下又は階段の用に供する部分、「ホ」に自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐
車のための施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）の用途に供する部分、「ヘ」に専ら
防災のために設ける備蓄倉庫の用途に供する部分、「ト」に蓄電池（床に据え付けるものに限る。）
を設ける部分、「チ」に自家発電設備を設ける部分、「リ」に貯水槽を設ける部分、「ヌ」に宅
配ボックス（配達された物品（荷受人が不在その他の事由により受け取ることができないものに
限る。）の一時保管のための荷受箱をいう。）を設ける部分、「ル」に住宅の用途に供する部分、
「ヲ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分のそれぞれの床
面積を記入してください。 

⑭ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、10欄の「ロ」の床面積は、
その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分の床面積か
ら、その地階のエレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその
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他これらに類するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 
⑮ 10欄の「ヲ」の延べ面積及び「ワ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各階の床面積の合計か

ら「ロ」に記入した床面積（この面積が敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホームその他これ
らに類するものの用途に供する部分（エレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、
福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面
積の合計の３分の１を超える場合においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホームその
他これらに類するものの用途に供する部分（エレベーターの昇降路の部分又は共同住宅の共用の廊下若
しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の３分の１の面積）、「ハ」及び「ニ」に記入
した床面積並びに「ホ」から「ヌ」までに記入した床面積（これらの面積が、次の(1)から(6)までに
掲げる建築物の部分の区分に応じ、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに
定める割合を乗じて得た面積を超える場合においては、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞ
れ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積）を除いた面積とします。 
また、建築基準法第52条第12項の規定を適用する場合においては、「カ」の容積率の算定の基礎とな
る敷地面積は、６欄「ホ」(2)によることとします。 
(1) 自動車車庫等の部分 ５分の１ 
(2) 備蓄倉庫の部分 50分の１ 
(3) 蓄電池の設置部分 50分の１ 
(4) 自家発電設備の設置部分 100分の１ 
(5) 貯水槽の設置部分 100分の１ 
（6） 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

⑯ ６欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」、９欄の「ロ」並びに10欄の「カ」は、百分率を用いてく
ださい。 

⑰ ここに書き表せない事項で特に指定を受けようとする事項は、14欄又は別紙に記載して添えて
ください。 

４.第三面関係 
① この書類は、建築物ごとに作成してください。 
② この書類に記載する事項のうち、５欄の事項については、別紙に明示して添付すれば記載する必要は

ありません。 
③ １欄は、建築物の数が１のときは「１」と記入し、建築物の数が２以上のときは、建築物ごとに通し

番号を付し、その番号を記入してください。 
④ ２欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 
⑤ ５欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできるだけ具体的に書き、

それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。 
⑥ ここに書き表せない事項で特に指定を受けようとする事項は、６欄又は別紙に記載して添えてくださ

い。 
⑦ 建築物が高床式住宅（豪雪地において積雪対策のための通常より床を高くした住宅をいう。）

である場合には、床面積の算定において床下部分の面積を除くものとし、７欄に、高床式住宅で
ある旨及び床下の部分の面積を記入してください。 
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第９号様式の２（第15条の４関係）（Ａ４） 
 
 

指定通知書 
 
 

第         号  
    年  月  日  

 
 申請者          様 
 

三重県知事          印  
 
 
 下記による指定申請書及び添付図書に記載の計画について、建築基準法第３条第１項第３号の
規定に基づき、指定しましたので通知します。 
 

記 
 
１．申請年月日      年  月  日 
 
２．建築場所 
 
３．建築物又はその部分の概要 
 
 
 
（注意）この通知書は、大切に保存しておいてください。  
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第 九 号 様 式 の 三 を 削 り 、 第 九 号 様 式 の 四 を 第 九 号 様 式 の 三 と し 、 第 九 号 様 式 の 五 を 第 九 号 様 式 の 四 と す る 。  

第 十 号 様 式 及 び 第 十 号 様 式 の 二 を 次 の よ う に 改 め る 。  
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第10号様式（第16条の４関係）（Ａ４） 
 
 

建築協定（変更）認可申請書 
 

（第一面） 
 
 
 
 

 建築基準法第  条  第  項の規定による（変更）認可を申請します。この申請書

及び添付図書の記載の事項は、事実に相違ありません。 

 
 
 三重県知事          宛て 
 
 
                                年  月  日 
 
                    申請者氏名               
 
【1.代表者】 
  【イ.氏名のフリガナ】 
  【ロ.氏名】 
  【ハ.郵便番号】 
  【ニ.住所】 
  【ホ.電話番号】 
 
 
 

※受付欄 ※決裁欄 ※認可番号欄 

    年  月  日      年  月  日 

第        号 第        号 

係員氏名 係員氏名 
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（第二面） 
  協定に関する事項 
 
【1.建築協定の名称】 
 
【2.建築協定区域の地名地番】 
 
【3.建築協定区域の面積】              ㎡ 
 
【4.有効期間】 
  【イ.期間】     年   月   日から     年   月   日 
       までの    年   月間 
   【ロ.有効期間を超えた場合の自動更新の有無】 
      □有 （        ） 
      □無 
 
【5.建築物の基準の概要】 
 
 
 
 
 
 
【6.土地の所有者等の数】 
    【イ.土地の所有者】 
    【ロ.建築物の所有を目的とする地上権者】 

   【ハ.建築物の所有を目的とする賃借権者】 

   【ニ.建築基準法第77条に規定する建築物の借主】 

   【ホ.計】 
 
 
【7.その他必要な事項】 
 
【8.備考】 
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（注意） 
１.各面共通関係 
① 数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 
② 変更認可を受けようとする場合は、変更する部分に新旧と表示のうえ記入してください。 

２.第一面関係 
③ 認可又は変更認可の別を記載してください。 
④ ※印のある欄は記入しないでください。 

３.第二面関係 
① 各欄共通 変更申請のときは、変更前及び変更後の内容を対照させて記入してくださ

い。 
② ４欄の「ロ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。有にチェ

ックした場合は、自動更新の回数を記入してください。 
③ ７欄は、変更認可を受けようとする場合に、従前の認可番号および認可年月日を記入して

ください。 
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第10号様式の２（第16条の４関係）（Ａ４） 
 
 

建築協定（変更）認可通知書 
 
 

第         号 
    年  月  日 

 
 申請者          様 
 

三重県知事          印  
 
 
 下記による認可申請書及び添付図書に記載の建築協定について、建築基準法第  条  第 
 項の規定に基づき、（変更）認可しましたので通知します。 
 

記 
 
１．申請年月日      年  月  日 
 
２．建築協定の名称 
 
３．建築協定区域の地名地番 
 
 
 
 
（注意）この通知書は、大切に保存しておいてください。  
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第 十 号 様 式 の 四 を 第 十 号 様 式 の 六 と し 、 第 十 号 様 式 の 三 を 第 十 号 様 式 の 五 と し 、 第 十 号 様 式 の 二 の 次 に 次 の 二

様 式 を 加 え る 。  
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第10号様式の３（第16条の４関係）（Ａ４） 
 
 

建築協定廃止認可申請書 
 

（第一面） 
 
 
 
 

 建築基準法第76条第１項の規定（同法第76条の３第６項において準用する場合を含む。）

による廃止認可を申請します。この申請書及び添付図書の記載の事項は、事実に相違あり

ません。 

 
 
 三重県知事         宛て 
 
 
                                年  月  日  
 
                    申請者氏名               
 
【1.代表者】 
  【イ.氏名のフリガナ】 
  【ロ.氏名】 
  【ハ.郵便番号】 
  【ニ.住所】 
  【ホ.電話番号】 
 
 
 

※受付欄 ※決裁欄 ※認可番号欄 

    年  月  日      年  月  日 

第        号 第        号 

係員氏名 係員氏名 
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（第二面） 
  協定に関する事項 
 
【1.廃止する建築協定の認可番号及び認可年月日】 
  【イ.認可番号】 
   【ロ.認可年月日】   年   月   日 
 
【2.建築協定の名称】 
 
【3.建築協定区域の地名地番】 
 
【4.建築協定区域の面積】            ㎡ 
 
【6.土地の所有者等の数】                   (所有者等の数  )(廃止に合意する 

所有者等の数) 
    【イ.土地の所有者】          (             )(               ) 
    【ロ.建築物の所有を目的とする地上権者】(             )(               ) 

   【ハ.建築物の所有を目的とする賃借権者】 (               )(                 ) 

   【ニ.建築基準法第77条に規定する建築物の借主】 

                                              (               )(                 ) 

   【ホ.計】                                 (               )(                 ) 
    【チ.廃止に合意する数の所有者等の数に対する割合】 
 
【7.その他必要な事項】 
 
【8.備考】 
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（注意） 
１.各面共通関係 

数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 
２.第一面関係 

※印のある欄は記入しないでください。 
３.第二面関係 
① ６欄の所有者等の数欄は、現在の所有者等の数を記入してください。廃止に合意する

所有者等の数欄は、所有者等のうち廃止に合意する所有者等の数を記入してください。 
② ６欄の「チ」は、百分率を用いてください。 
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第10号様式の４（第16条の４関係）（Ａ４） 
 
 

建築協定廃止認可通知書 
 
 

第         号 
    年  月  日 

 
 申請者          様 
 

三重県知事          印  
 
 
 下記による認可申請書及び添付図書に記載の建築協定について、建築基準法第条第76条第１項
（同法第76条の３第６項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、廃止認可しましたの
で通知します。 
 

記 
 
１．申請年月日      年  月  日 
 
２．建築協定の名称 
 
３．建築協定区域の地名 
 
 
 
 
（注意）この通知書は、大切に保存しておいてください。  
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附  則  

（ 施 行 期 日 ）  
１  こ の 規 則 は 、 令 和 四 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に こ の 規 則 に よ る 改 正 前 の 建 築 基 準 法 施 行 細 則 （ 次 項 に お い て 「 旧 規 則 」 と い う 。 ） の

規 定 に 基 づ い て 提 出 さ れ て い る 申 請 書 等 は 、 こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 建 築 基 準 法 施 行 細 則 に 基 づ い て 提 出 さ れ

た 申 請 書 等 と み な す 。  

３  こ の 規 則 の 施 行 の 日 前 に 旧 規 則 に 規 定 す る 様 式 に よ り 作 成 さ れ て い る 用 紙 は 、 当 分 の 間 、 所 要 の 調 整 を し て

使 用 す る こ と が で き る 。  

 

 

病院事業庁管理規程 

 

三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公

布 し ま す 。  

  令 和 四 年 三 月 十 五 日  

三 重 県 病 院 事 業 庁 長   長   﨑   敬   之    

三 重 県 病 院 事 業 庁 管 理 規 程 第 一 号  

   三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

 三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 （ 平 成 十 一 年 三 重 県 病 院 事 業 庁 管 理 規

程 第 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

附  則     附  則  

１ ～ ７  （ 略 ）  １ ～ ７  （ 略 ）  

８  当 分 の 間 、 別 表 第 七 第 二 号 の 表 中 ６ 又 は ８ に 掲

げ る 者 に つ い て は 、 第 十 六 条 第 二 項 中 「 別 表 第 七

に 定 め る 額 」 と あ る の は 「 別 表 第 七 に 定 め る 額 に

月 額 四 千 円 を 加 算 し た 額 」 と 読 み 替 え る も の と す

る 。  

 

附  則  

１  こ の 管 理 規 程 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 し 、 改 正 後 の 三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る

条 例 施 行 規 程 （ 次 項 に お い て 「 新 管 理 規 程 」 と い う 。 ） の 規 定 は 、 令 和 四 年 二 月 一 日 か ら 適 用 す る 。  

２  職 員 が 改 正 前 の 三 重 県 病 院 事 業 庁 企 業 職 員 の 給 与 の 種 類 及 び 基 準 に 関 す る 条 例 施 行 規 程 の 規 定 に 基 づ い て 、

令 和 四 年 二 月 一 日 以 後 の 分 と し て 支 給 を 受 け た 手 当 は 、 新 管 理 規 程 の 規 定 に よ る 手 当 の 内 払 と み な す 。  

 

 

告 示 

 

三重県告示第 109 号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）第 59 条第 1 項の規

定により、次のとおり精神通院医療に係る指定自立支援医療機関を指定しました。 

  令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

医療機関の種別 医療機関の名称 所 在 地 指定年月日 

薬局 一志調剤薬局・高野店 津市一志町高野 226 番地 7 令和 4年 2月 1日 

訪問看護 セントケア訪問看護ステーション四日市 四日市市新正 4 丁目 7 番 5 号 令和 4年 2月 1日 

令和4年3月15日 三　重　県　公　報 第　294　号

30



訪問看護 藤田医科大学訪問看護ななくり 津市大門 6-5 プライム津大門 2 階 令和 4年 2月 1日 

薬局 スギ薬局 伊賀東店 伊賀市緑ヶ丘南町 3899 番地 1 令和 4年 3月 1日 

 

三重県告示第 110 号 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 1 項の規定により、次のとおり介護扶助のための居宅介

護若しくは居宅介護支援計画の作成又は施設介護を担当させる機関を指定しました。 

  令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

指定介護機関の名称 所在地 指定年月日 事業（サービス）の種類 

みらい調剤薬局 四日市市川島町 6000-175 令和 3 年 10 月 1 日 居宅療養管理指導 

みらい調剤薬局 四日市市川島町 6000-175 令和 3 年 10 月 1 日 介護予防居宅療養管理指導 

ショートステイ スバル台 尾鷲市大字南浦 4587-4 令和 3 年 9 月 1 日 介護予防短期入所生活介護 

 

三重県告示第 111 号 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項において準用する生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の

2 第 1 項の規定により、次のとおり介護支援給付のための居宅介護若しくは居宅介護支援計画の作成又は施設介

護を担当させる機関を指定しました。 

  令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

指定介護機関の名称 所在地 指定年月日 事業（サービス）の種類 

みらい調剤薬局 四日市市川島町 6000-175 令和 3 年 10 月 1 日 居宅療養管理指導 

みらい調剤薬局 四日市市川島町 6000-175 令和 3 年 10 月 1 日 介護予防居宅療養管理指導 

ショートステイ スバル台 尾鷲市大字南浦 4587-4 令和 3 年 9 月 1 日 介護予防短期入所生活介護 

 

三重県告示第 112 号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）第 59 条第 1 項の規

定により、次のとおり育成医療又は更生医療に係る指定自立支援医療機関を指定しました。 

令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

医療機関 
の 種 別 

医療機関の名称 所 在 地 
標ぼうしている
診 療 科 目 

担当しようとする 
医 療 の 種 類  

指 定 
年 月 日 

薬局 スギ薬局 伊賀東店 
伊賀市緑ヶ丘南町 3899 番地
1 

 薬局 
令和 4年
3 月 1 日 

 

三重県告示第 113 号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）第 64 条の規定によ

り、次のとおり育成医療又は更生医療に係る指定自立支援医療機関から名称及び所在地の変更の届出がありまし

た。 

令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

医療機関
の 種 別 

医療機関
の 名 称 

医療機関の名称及び所在地 標ぼうしてい
る 診 療 科 目 

担当しようとする
医 療 の 種 類 

変 更 
年 月 日 変更前 変更後 

病院 
ヨナハ総

合病院 

ヨナハ総合病院 ヨナハ丘の上病院 

 
じん臓 

整形外科 

令和 3 年 

11 月 1 日 桑名市和泉 8 丁目
264 番地 3 

桑名市さくらの丘 1
番地 

 

三重県告示第 114 号 

 三重県地域総合整備資金貸付要綱の一部を改正する告示を次のように定めます。 
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  令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

   三重県地域総合整備資金貸付要綱の一部を改正する告示 

 三重県地域総合整備資金貸付要綱（平成 2 年三重県告示第 271 号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（借入申請） 

第 10条 地域総合整備資金の貸付けを受けようとす

る者（以下「申請者」という。）は、地域総合整

備資金借入申込書（第 2 号様式）及び事業計画書

（第 3 号様式）に次に掲げる書類を添付して、知

事に提出しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 設備の取得等及び資金調達計画書（第 5 号様

式） 

 

(3)～(6) （略） 

附 則 

１ （略） 

（過疎地域等における貸付額の特例） 

２ 令和 13 年 3 月 31 日までの間は、過疎地域の持

続的発展の支援に関する特別措置法（令和 3 年法

律第 19 号）第 2 条第 2 項の規定により公示された

過疎地域の市町及び過疎地域とみなされる区域に

おいて実施される貸付対象事業（第 5 条第 5 項及

び第 6 項に該当する場合を除く。）に係る第 5 条

第 1 項、第 2 項及び第 4 項の適用については、同

条第 1 項中「42 億円」とあるのは「54 億円」と、

「63 億円」とあるのは「81 億円」と、同条第 2 項

中「35 パーセント」とあるのは「45 パーセント」

と、同条第 4 項中「52.5 億円」とあるのは「67.5

億円」と、「78.7 億円」とあるのは「101.2 億円」

と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

（離島振興対策実施地域における貸付額の特例） 

３ 令和 5 年 3 月 31 日までの間は、離島振興法（昭

和 28 年法律第 72 号）第 2 条第 1 項に規定する「離

島振興対策実施地域」（第 5 条第 5 項及び第 6 項

に該当する場合を除く。）において実施される貸

付対象事業に係る第 5 条第 1 項、第 2 項及び第 4

項の適用については、同条第 1 項中「42 億円」と

あるのは「54 億円」と、「63 億円」とあるのは「81

億円」と、同条第 2 項中「35 パーセント」とある

のは「45 パーセント」と、同条第 4 項中「52.5 億

円」とあるのは「67.5 億円」と、「78.7 億円」と

あるのは「101.2 億円」と読み替えるものとする。 

（経過措置） 

（借入申請） 

第 10条 地域総合整備資金の貸付けを受けようとす

る者（以下「申請者」という。）は、地域総合整

備資金借入申込書（第 2 号様式）及び事業計画書

（第 3 号様式）に次に掲げる書類を添付して、知

事に提出しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 設備の取得等及び当該設備の取得等に伴い必

要となる付随費用並びに資金調達に係る計画書

（第 5 号様式） 

(3)～(6) （略） 

附 則 

１ （略） 

（過疎地域等における貸付額の特例） 

２ 平成 33 年 3 月 31 日までの間は、過疎地域自立

促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）第 2 条

第 1 項に規定する過疎地域（第 5 条第 5 項及び第 6

項に該当する場合を除く。）又は同法第 33 条第 1

項の規定により過疎地域とみなされる区域のうち

市町の配置分合若しくは境界変更があった日の前

日において過疎地域であった区域若しくは同条第

2 項の規定により過疎地域とみなされる区域（第 5

条第 5 項の規定の適用を受ける場合を除く。）に

おいて実施される貸付対象事業に係る第 5 条第 1

項、第 2 項及び第 4 項の適用については、同条第 1

項中「42 億円」とあるのは「54 億円」と、「63

億円」とあるのは「81 億円」と、同条第 2 項中「35

パーセント」とあるのは「45 パーセント」と、同

条第 4 項中「52.5 億円」とあるのは「67.5 億円」

と、「78.7 億円」とあるのは「101.2 億円」と読

み替えるものとする。 

（離島振興対策実施地域における貸付額の特例） 

３ 平成 35 年 3 月 31 日までの間は、離島振興法（昭

和 28 年法律第 72 号）第 2 条第 1 項に規定する「離

島振興対策実施地域」（第 5 条第 5 項及び第 6 項

に該当する場合を除く。）において実施される貸

付対象事業に係る第 5 条第 1 項、第 2 項及び第 4

項の適用については、同条第 1 項中「42 億円」と

あるのは「54 億円」と、「63 億円」とあるのは「81

億円」と、同条第 2 項中「35 パーセント」とある

のは「45 パーセント」と、同条第 4 項中「52.5 億

円」とあるのは「67.5 億円」と、「78.7 億円」と

あるのは「101.2 億円」と読み替えるものとする。 
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４ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第

15号）第2条第1項に規定する過疎地域（第5条第5

項及び第6項に該当する場合を除く。）又は同法第

33条第1項の規定により過疎地域とみなされる区

域のうち市町の廃置分合若しくは境界変更があっ

た日の前日において過疎地域であった区域若しく

は同条第2項の規定により過疎地域とみなされる

区域（第5条第5項及び第6項に該当する場合を除

く。）において、令和2年度以前に貸付決定をした

貸付対象事業に係る第5条第1項、第2項及び第4項

の適用については、同条第1項中「42億円」とある

のは「54億円」と、「63億円」とあるのは「81億

円」と、同条第2項中「35パーセント」とあるのは

「45パーセント」と、同条第4項中「52.5億円」と

あるのは「67.5億円」と、「78.7億円」とあるの

は「101.2億円」と読み替えるものとする。 

 

 第 1 号様式から第 11 号様式までを次のように改める。 
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 第1号様式（第3条関係） 

                                                  （単位：百万円） 

地域振興民間能力活用事業計画                                     年度案件 

 （ふ り が な） 

貸 付 対 象 事 業 名 

 （民間プロジェクト名） 

（                                 ） 

 

 

（                             ） 

貸付予定団体名（事業地域名）                （              ） 

 （ふ り が な） 

民 間 事 業 者 等 名 

 

連 帯 保 証 予 定 者  

 総額 年度分 年度分 年度分 年度分 

設 備 投 資 等 の 総 額      

貸 付 対 象 事 業 費 

（うち用地取得費） 

（うち付随費用） 

 

(               ) 

(               ) 

 

 

 

 

 (          ) 

 (          ) 

 

 

 (          ) 

 (          ) 

 

 

(            ) 

(            ) 

 

 (            ) 

 (            ) 

 

  

ふるさと融資希望額      

民間金融機関等借入金額      

補助金額      

ふるさと融資比率 %  %  %  %  %  

貸付対象事業の概要（設備の取得等の期間：着工     年 月 日～    年 月 日） 

 

敷地（開発）面積       ｍ２（うち賃借面積     ｍ２） 建物構造 

建 物 延 床 面 積               ｍ２ （うち賃借面積     ｍ２） 

施 設 区 分  通常施設    複合施設      (該当する方に〇を付ける) 

Gaitou ga 当該団体において支援しようとする趣旨・目的  

当該事業の基本計画等での位置づけ等 

 

 

 

当該事業による地域の振興効果等 

 

 

 

稼働時における新規雇用者確保数        人（    年  月  日稼働予定） 

  （うち直接雇用者確保数      人、 うち間接雇用者確保数        人） 

当 該 市 町 村 の 状 況 類似団体の類型 財政力指数 

人 口         人 高齢化率          ％ 人口増減率          ％ 

就業人口      人 １次   ％ ２次   ％ ３次   ％ 人口1人当たり所得       千円 

事業地における地域指定の 

状況 (該当箇所に○を付ける） 

  過疎・みなし過疎    離島 

地域再生計画認定地域    定住自立圏    連携中枢都市圏 

貸 付 団 体 の 財 政 状 況 標準財政規模     百万円 財政力指数 

経常収支比率     ％ 実質公債費比率      ％  
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第 2 号様式（第 10 条関係）  

   年  月  日  

 

三重県知事 宛て 

 

 

                                 郵便番号 

                                 住  所 

                             申込者 名  称 

                                 代表者名 

                                 電話番号 

 

 

地域総合整備資金借入申込書 

 

三重県地域総合整備資金貸付要綱に基づき、地域総合整備資金を下記のとおり借り入れたいので、関係書類を添えて申請

します。 

 なお、申請にあたり、一般財団法人地域総合整備財団及び地方公共団体金融機構が下記借入に係る総合的な調査・検討を行

うことを了承します。 

 

記 

 

１ 貸付金の額        円（    年度） 

 

２ 事 業 名  ○ ○ ○ ○ 事業 

   （事業内容については、別添「事業計画書（第３号様式）」のとおり。） 

 

 ３ 借入希望条件 

  ① 借入希望時期      年   月 

  ② 借入希望期間      年   月（１５年以内） 

  ③ 据置希望期間      年   月（５年以内） 

 

４ 連帯保証予定者名 

    法人名                   

 

 

【担当連絡先】 

所属名  

担当者名  

電話番号  

ＦＡＸ  

E-Mail  
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第 3 号様式（第 10 条関係）  

事 業 計 画 書 

 （ふ り が な      ） 

事 業 名 

 

 （ふ り が な      ） 

事 業 者 名 

 

事 業 地  

設備の取得等の期間           着 工 ・ 着 手      年   月   日 、  完 成      年   月   日      

稼 働 予 定 年 月 日      年   月   日 

貸 付 対 象 事 業 を 含 む 全 体 事 業 の 概 要 及 び 当 該 事 業 者 の 事 業 展 開 戦 略 上 の 位 置 づ け 

 

 

 

 

 

 

 

貸 付 対 象 事 業 の 内 容                           

 

 

 

 

 

 

 

 

敷地（開発）面積       ｍ２（うち賃借面積     ｍ２） 建物構造 

建 物 延 床 面 積               ｍ２（うち賃借面積     ｍ２） 

施 設 区 分  通常施設    複合施設    （該当する方に〇を付ける） 

雇用効果 

 

新規雇用確保数 稼働時        人 

 うち直接雇用 稼働時        人、間接雇用 稼働時        人        

そ の 他 関 連 事 業 の 内 容                           

 

 

 

 

 

 

地域振興の効果及び当該地域との今後の関係についての考え方  
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第 4 号様式（第 10 条関係）  

事業者概要書                                        （単位：百万円） 

（ふりがな） 

事 業 名 

 

 （ふりがな） 

事 業 者 名 

                    （系列） 

                    （上場   証   部 ，非上場 ） 

代 表 者 名        
          略歴 

（      年生）兼職 

  役  員 

 

 

 

資本金・基本財産等 

従 業 員 数        

     百万円 

     名 

設立年月日 

創業年月日 

本 社 所 在 地         

出資・出捐構成  

 

主要事業の概要  

 

 

主 要 仕 入 先         主 要 販 売 先         

 

 

 

部
門
別
売
上
高
推
移 

決  算  期（年／月）  ／ 期 （ 比 率 ）  ／ 期 （ 比 率 ）  ／ 期 （ 比 率 ） 

1 対象事業部門（   ）       （   ％ ） （  ％ ） （  ％ ） 

2      （   ％ ） （  ％ ） （  ％ ） 

3 （  ％ ） （  ％ ） （  ％ ） 

4 （   ％ ） （  ％ ） （  ％ ） 

5 （  ％ ） （  ％ ） （  ％ ） 

そ の 他 共 合 計           （  ％ ） （  ％ ） （  ％ ） 

損益状況 売  上  高 売上総利益 営業利益(同利益率) 経 常 利 益 税引後利益 繰 越 利 益 減 価 償 却 

 ／ 期   （   ％）     

 ／ 期   （   ％）     

 ／ 期   （   ％）     

今 期 見 込   （   ％）     

財
務
状
況 

／ 

期 

流 動 資 産       

(うち現預金) 

 

(   ) 

流 動 負 債       

(うち借入金) 

 

(    ) 

借

入

金

残

高

 

／

 

期 

金 融 機 関 等 
借  入 

 長 期 短 期 

固 定 資 産       
 固 定 負 債       

(うち借入金) 

 

(   ) 

    

    

繰 延 資 産        純 資 産 

(うち資本金) 

 

(   ) 

    

資 産 合 計            

特
記
事
項
等  

    

その他    

 合 計    
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第 5 号様式（第 10 条関係）  

設備の取得等及び資金調達計画書 年度案件 

       
事業名   事業者名   

（単位:百万円） 

費用区分 
所要額 支払いベース 

備考 
  年度 年度 年度 年度 年度 

設
備
投
資
等
内
訳 

貸
付
対
象
事
業
費 

設
備
の
取
得
等 

用地取得費 A              

               

               

               

               

               

               

計 B         

付
随
費
用 

人件費                

賃借料                

保険料                

固定資産税                

支払金利                

リース料                

計 C         

計(B+C) D         

貸
付
対
象
外
事
業
費 

用地取得費                

               

               

消費税                

計 E         

合計(D+E) F         

付随費用の比率(%) C/D×100               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和4年3月15日 三　重　県　公　報 第　294　号

38



資金区分 
調達額 

     備考 
  年度 年度 年度 年度 年度 

資
金
調
達
内
訳 

貸
付
対
象
事
業
費 

借
入
総
額 

地域総合整

備資金 
G            保証料率  ％ 

民
間
金
融
機
関
等
借
入
金 

               

               

               

               

               

               

               

計 H         

計(G+H)   I         

補助金 J              

そ
の
他 

借入金計              

自己資金              

その他

（   ） 
             

計 K         

計(I+J+K)  L       D と一致すること 

貸
付
対
象
外
事
業
費 

借入金計              

自己資金              

その他（    ）              

計 M         

合計(L+M)  N       F と一致すること 

融資比率(%) G/(L-J)×100               
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第 5 号様式付表（第 10 条関係）  

 

設備の取得等及び資金調達計画書 付表 

１ 事 業 計 画 

項目 時  期 項目 時  期 

土 地 取 得 （ 賃 貸 ）   年  月   

土 地 造 成 （ 着 工 ）   年  月 造 成 （ 完 成 ）             年  月 

工 事 契 約   年  月 支 払 時 期   年  月 

〃   年  月 〃   年  月 

〃   年  月 〃   年  月 

着 工 時 期   年  月 完 成 時 期   年  月 

営 業 開 始 時 期   年  月   

 

２ 許認可関連（不要の場合は「不要」と記入すること。） 

項目 内容 許認可先 時期 

開発許可 

建築確認 

環境アセスメント 

その他（    ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 国・地方公共団体からの補助金（ふるさと融資対象案件が国・地方公共団体から補助を受ける事業の場合、以下に具 

体的に記入すること。） 

  補 助 者          補助金名          補助金額        百万円 

  補 助 者          補助金名          補助金額        百万円 

  補 助 者          補助金名          補助金額        百万円 

 

４ 関係機関担当者一覧 

項目 名   称 支 店 名 担 当 者 Ｔ Ｅ Ｌ Ｆ Ａ Ｘ 

保証機関      

民間金融機

関等借入金

融資機関 
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第 6 号様式（第 10 条関係）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（
単

位
：

百
万

円
）

/
/

/
/

/
/

/
/

/
/

/
/

/
/

/
/

/
/

/
合

計

a
＜
売
上
高
算
定
根
拠
＞






損 益
＜

費
用

算
定

根
拠

＞






b

計 画

＜
そ

の
他

＞

営
業

利
益

(
a
-
b
)

c

支
払

利
息

等
d

経
常

利
益

(
c
-
d
)

e

（
注

）
1 2

原
材

料
費

減
価

償
却

費
 

そ
の

他

売
上

高

費
用

人
件

費

(
1
)
年

度
別

損
益

計
画

―
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ベ
ー

ス

事
業

者
名

年
度
別
損
益
・
資
金
収
支
計
画
書

事
業

名

今
期

以
降

､
ふ

る
さ

と
融

資
が

終
了

す
る

決
算

期
ま

で
の

全
期

間
の

損
益

計
画

に
つ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。
そ

の
際

利
用

し
な

い
列

に
つ

い
て

は
削

除
す

る
こ

と
。

計
画

を
記

載
す

る
に

当
た

っ
て

、
5
年

間
経

過
後

に
つ

い
て

は
前

年
同

額
で

計
画

額
を

記
入

し
て

も
よ

い
。

た
だ

し
、

具
体

的
な

計
画

等
（

例
え

ば
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

第
２

期
追

加
投

資
の

増
収

効
果

等
）

が
あ

る
場

合
に

は
、

そ
の

事
情

を
加

味
し

て
記

入
す

る
こ

と
。

備
考

決
算

期
（

年
/
月

）
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第 7 号様式（第 10 条関係）  

  年  月  日  

 

三重県知事 宛て 

 

 

                                   住  所 

                           連帯保証予定者 名  称 

                                   代表者名 

 

 

地域総合整備資金貸付に係る意見書 

 

 

  ××××   が実施する ○○○○   事業についての当       の意見は別紙のとおりです。 

なお、 ××××   に対する債権保全のために、貴県に損失補償を要求することはありませんので、念のため申し添え

ます。 
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（別紙） 

項    目 意               見 

 

１ 事業者の業績及び業況 

 

 

 

 

 

 

 

 

２本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの妥当性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 総合所見 
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第 8 号様式（第 12 条関係）  

                                 第     号  

    年  月  日  

 

民間事業者 様 

 

 

                                      三重県知事 〇〇 〇〇 

 

 

地域総合整備資金貸付決定通知書 

 

 

     年  月  日付け  第  号で申請のあった標記資金の貸付けについては、下記のとおり貸付けを行うことを

決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 貸付金の額   金            円也 

２ 貸付対象事業名  ○ ○ ○ ○ 事業 

３ 貸付年度        年度 

４ 償  還    第１回   年  月  日 （金額       円） 

          最終回   年  月  日 （金額       円） 

５ 連帯保証者   住 所 

          法人名 
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第 9 号様式（第 14 条関係）  

     年  月  日  

 

三重県知事 宛て 

 

 

                                 郵便番号 

                                 住  所 

                             申込者 名  称 

                                 代表者名 

                                 電話番号 

 

 

地域総合整備資金貸付借入辞退申請書 

 

 

     年  月  日付け  第   号で貸付決定の通知があった地域総合整備資金について、別紙の理由により辞退

したいので、承認されたく関係書類を添えて申請します。 

 

 

 （注）上記関係書類は、地域総合整備資金の貸付けが決定された事業計画及び資金計画並びに変更後の事業計画及び資金

計画が比較対照できるよう、地域総合整備資金借入申込書に添付する書類の様式により両者を２段書きとし、変更部分を赤

字で記入し明示すること。 
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第 10 号様式（第 18 条関係） 

      年  月  日  

 

三重県知事 宛て 

 

 

                                 郵便番号 

                                 住  所 

                             申込者 名  称 

                                 代表者名 

                                 電話番号 

 

 

地域総合整備資金借入変更承認申請書 

 

 

     年  月  日付け  第   号で貸付決定の通知があった地域総合整備資金について、別紙の理由により変更

したいので、承認されたく関係書類を添えて申請します。 

 

 

（注）上記関係書類は、地域総合整備資金の貸付けが決定された事業計画及び資金計画並びに変更後の事業計画及び資金

計画が比較対照できるよう、地域総合整備資金借入申込書に添付する書類の様式により両者を２段書きとし、変更部分を赤

字で記入し明示すること。 
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第 11 号様式（第 18 条関係） 

      年  月  日  

 

三重県知事 宛て 

 

 

                                 郵便番号 

                                 住  所 

                             申込者 名  称 

                                 代表者名 

                                 電話番号 

 

 

地域総合整備資金借入に係る事業計画等変更報告書 

 

 

     年  月  日付け  第   号で貸付決定の通知があった地域総合整備資金について、別紙の理由により軽微

な変更があったので、関係書類を添えて報告します。 

 

 

（注）上記関係書類は、地域総合整備資金の貸付けが決定された事業計画及び資金計画並びに変更後の事業計画及び資金

計画が比較対照できるよう、地域総合整備資金借入申込書に添付する書類の様式により両者を２段書きとし、変更部分を赤

字で記入し明示すること。 
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   附 則 

 この告示は、公表の日から施行し、改正後の三重県地域総合整備資金貸付要綱の規定は、令和 3 年度分の貸付

けから適用する。 

 

三重県告示第 115 号  

家畜伝染病予防法（昭和 26 年法律第 166 号）第 5 条第 1 項の規定に基づく腐そ病検査、高病原性鳥インフルエ

ンザ検査、低病原性鳥インフルエンザ検査、牛ヨーネ病検査、牛ブルセラ症検査、牛結核検査、伝達性海綿状脳

症検査及びアカバネ病検査を次のとおり実施します。 

令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1  実施の目的  

腐そ病、牛ヨーネ病、牛ブルセラ症、牛結核及び伝達性海綿状脳症の発生予防並びに高病原性鳥インフルエ

ンザ、低病原性鳥インフルエンザ及びアカバネ病の発生予察のため 

2  実施する区域並びに実施の対象となる家畜等の種類及び範囲 

(1) 実施する区域 

三重県全域 

(2) 実施の対象となる家畜の種類及び範囲 

ア 腐そ病検査 

みつばち 

イ 高病原性鳥インフルエンザ検査及び低病原性鳥インフルエンザ検査  

高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザに関する特定家畜伝染病防疫指針（令和 2 年

7 月 1 日農林水産大臣公表（一部変更令和 3 年 10 月 1 日））第 3 の 1（1）及び第 3 の 2（1）に基づき、

家畜保健衛生所長が指示した家きん  

ウ 牛ヨーネ病検査 

牛（生後 6 月以上の、搾乳の用に供し、又は供する目的で飼養している雌牛、種付けの用に供し、又は

供する目的で飼養している雄牛及びこれらと同一施設内で飼養している牛のうち前回の検査日以降に県外

から導入された牛及び県内で生産された未検査牛、繁殖の用に供し、又は供する目的で飼養している未検

査肉用雌牛、令和 3 年度に初めて県内で検査を受けた牛、平成 24 年度又は平成 29 年度に県内で初回検査

を受けた牛並びに家畜保健衛生所長が特に必要と認めた牛） 

エ 牛ブルセラ症検査及び牛結核検査 

牛（令和 3 年 12 月 1 日において輸入から 1 年以上を経過し、かつ、同日に生存していた搾乳の用に供し、

又は供する目的で飼養している雌牛及び種付けの用に供し、又は供する目的で飼養している雄牛のうち令

和 4 年 4 月 1 日以降の調査時点において県内で飼養されている 1 農場当たり 30 頭までの牛、家畜改良増殖

法（昭和 25 年法律第 209 号）第 4 条第 1 項の検査の対象牛並びに家畜保健衛生所長が特に必要と認めた牛） 

オ 伝達性海綿状脳症検査 

牛海綿状脳症対策特別措置法（平成 14 年法律第 70 号）第 6 条第 1 項の規定による届出の対象となる牛

であって、家畜保健衛生所長が指示する牛 

カ アカバネ病検査 

牛（家畜保健衛生所長が特に必要と認めた未越夏牛又は令和 4 年 4 月末時点での抗体陰性牛） 

3  実施の期日 

令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日までの間において当該地域を所管する家畜保健衛生所長が指定する

日 

4  検査の方法  

(1) 腐そ病検査については、臨床検査及び細菌検査 

(2) 高病原性鳥インフルエンザ検査及び低病原性鳥インフルエンザ検査については、血清抗体検査（酵素免疫

測定法）及びその他必要な検査 

(3) 牛ヨーネ病検査及び伝達性海綿状脳症検査については、家畜伝染病予防法施行規則（昭和 26 年農林省令第

35 号）別表第 1 に規定する検査方法 

(4) 牛ブルセラ症検査及び牛結核検査については、牛のブルセラ症及び結核の清浄性維持サーベイランス実施

要領（令和 3 年 3 月 5 日付け 2 消安第 5800 号農林水産省消費・安全局動物衛生課長通知）に規定する検査方
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法 

(5) アカバネ病検査については、牛のアルボウイルス感染症サーベイランス実施要領（令和 3 年 3 月 8 日付け

2 消安第 5810 号農林水産省消費・安全局動物衛生課長通知）に規定する方法 

 

三重県告示第 116 号 

 家畜伝染病予防法（昭和 26 年法律第 166 号）第 6 条第 1 項の規定により、次のとおり豚熱の予防注射を実施す

るので、同条第 2 項において読み替えて準用する同法第 5 条第 2 項の規定により告示します。 

  令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1  実施の目的 

  県内における豚熱の発生予防のため 

2  実施する区域並びに実施の対象となる家畜の種類及び範囲 

(1) 実施する区域 

    三重県全域 

(2) 実施の対象となる家畜の種類及び範囲 

実施する区域内で飼養されている豚及びいのしし（高度な隔離下又は監視下にある豚及びいのししとして 

  知事が認めるもの並びに哺乳豚を除く。） 

3  実施の期日 

  令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日までの間において所管家畜保健衛生所長が指定する日 

4  注射、薬浴又は投薬の別及びその方法 

  皮下又は筋肉内注射法 

 

三重県告示第 117 号 

大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第 5 条第 1 項の規定により下記の大規模

小売店舗を設置する者から新設の届出がなされたので、同条第 3 項の規定により次のとおり公告します。 

法第 8 条第 2 項の規定に基づき、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため

配慮すべき事項について意見を有する者は、「1 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 2 

 意見の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地 3 その周辺の地域の生活環境の保持のために配慮すべ

き事項 4 意見の内容（日本語により、意見の理由を含めて記載する。）」を記載した意見書をこの公告の日から

4 月以内に三重県雇用経済部中小企業・サービス産業振興課に到着するように提出してください。 

なお、提出された意見は、法第 8 条第 3 項の規定により公告し、縦覧します。 

令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之 

1  大規模小売店舗の名称及び所在地 

コメリハード＆グリーンいなべ店 

いなべ市北勢町阿下喜落合 3533 番 外 

2  大規模小売店舗を設置する者及び当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては代表者の氏名 

 (1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

名  称 住  所 代表者の氏名 

株式会社コメリ 新潟県新潟市南区清水 4501 番地 1 捧 雄一郎 

(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 

名  称 住  所 代表者の氏名 

株式会社コメリ 新潟県新潟市南区清水 4501 番地 1 捧 雄一郎 

3  大規模小売店舗の新設をする日 

令和 5 年 2 月 28 日 

4  大規模小売店舗内の店舗面積の合計 

3,989 ㎡ 

5  大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 
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(1) 駐車場の収容台数及び位置 

駐車場 収容台数 位 置 

駐車場 1 40 台 縦覧による 

駐車場 2 40 台 縦覧による 

合 計 80 台  

(2) 駐輪場の収容台数及び位置 

駐輪場 収容台数 位 置 

駐輪場 11 台 縦覧による 

合 計 11 台  

(3) 荷さばき施設の面積及び位置 

荷さばき施設 面 積 位 置 

荷さばき施設 70 ㎡ 縦覧による 

合 計 70 ㎡  

(4) 廃棄物等の保管施設の容量及び位置 

廃棄物保管施設 容 量 位 置 

廃棄物保管施設 20.3 ㎥ 縦覧による 

合 計 20.3 ㎥  

6  大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

(1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

名  称 開店時刻 閉店時刻 

株式会社コメリ 午前 6 時 30 分 午後 9 時 30 分 

(2) 来客が駐車場を利用することができる時間帯 

 駐車可能時間帯 

駐車場 1 
午前 6 時から午後 10 時まで 

駐車場 2 

(3) 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 

 出入口の数 位 置 

駐車場 1 3 箇所 縦覧による 

駐車場 2 4 箇所 縦覧による 

合計 7 箇所  

(4) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 

 荷さばき可能時間帯 

荷さばき施設 午前 6 時から午後 10 時まで 

7  届出の日 

令和 4 年 3 月 1 日 

8  届出等の縦覧場所 

三重県雇用経済部中小企業・サービス産業振興課 

9  届出等の縦覧の期間及び時間 

令和 4 年 3 月 15 日から同年 7 月 15 日まで 

開庁日の午前 9 時から午後 5 時まで 

 

三重県告示第 118 号 

大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号）第 6 条第 1 項及び第 2 項の規定による届出に対して同法第 8

条第 1 項の規定により伊勢市から聴取した意見の概要について、同条第 3 項の規定により公告します。 

令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   
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1  大規模小売店舗の名称及び所在地 

  イオンタウン伊勢ララパーク 

  伊勢市小木町字曽祢 538 番地ほか 79 筆 

2  伊勢市から聴取した意見 

(1) 駐車需要の充足等交通に係る事項 

   付近道路は、みなと小学校、港中学校の児童生徒が通学に利用しており、登下校時に児童生徒が安全に通 

  行できるよう配慮すること。  

(2) 騒音の発生に係る事項 

    ア  今回の変更計画で減少する予定の駐車場Ｇ及び駐車場Ｉについては、開発行為に伴い設置された現地貯 

   留式の調整池を兼ねた駐車場であるため、調整池以外の用途で使用する場合または調整池の容量を変更す

る場合は伊勢市と協議すること。 

    イ 道路等を加工する場合は、道路工事施工承認申請書及び法定外公共物工事施行承認書を提出し、許可を

受けること。 

   ウ 占用の廃止を行う場合は、手続きを取ること。 

3  意見の縦覧場所 

三重県雇用経済部中小企業・サービス産業振興課 

4  意見の縦覧の期間及び時間 

令和 4 年 3 月 15 日から同年 4 月 15 日まで 

開庁日の午前 9 時から午後 5 時まで 

 

三重県告示第 119 号 

 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 63 条第 1 項の規定により、都市計画事業の事業計画の変更を認可し

ましたので、同条第 2 項において準用する同法第 62 条第 1 項の規定に基づき、次のとおり告示します。 

  令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1  施行者の名称 

  桑名市 

2  都市計画事業の種類及び名称 

  桑名都市計画公園事業 

  6・5・1 号 桑名市総合運動公園 

3  事業施行期間 

  平成 4 年 6 月 5 日から令和 9 年 3 月 31 日まで 

4  事業地 

(1) 収用の部分 

変更なし 

(2) 使用の部分 

   変更なし 

 

 

公 告 

 

測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 39 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定により、次の公共測量を

実施する旨、三重県四日市建設事務所長から通知がありました。 

    令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1   作業種類 

    公共測量（用地測量） 

2   作業期間 

    令和 4 年 3 月 4 日から同年 9 月 22 日まで 
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3   作業地域 

  四日市市釆女町 

 

測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 39 条において準用する同法第 14 条第 2 項の規定により、次の公共測量が

令和 4 年 1 月 19 日に終了した旨、三重県知事から通知がありました。 

    令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1   作業種類 

    公共測量（農地の確定測量） 

2   作業地域 

  松阪市笹川町及び同市大河内町 

 

測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 39 条において準用する同法第 14 条第 2 項の規定により、次の公共測量が

令和 4 年 3 月 1 日に終了した旨、三重県松阪建設事務所長から通知がありました。 

    令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1   作業種類 

    公共測量（空中写真測量） 

2   作業地域 

松阪市小片野町、同市大石町、同市六呂木町、同市後山町、同市柚原町、同市飯福田町、同市与原町及び同

市嬉野岩倉町 

 

測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第 39 条において準用する同法第 14 条第 2 項の規定により、次の公共測量が

令和 4 年 1 月 17 日に終了した旨、三重県知事から通知がありました。 

    令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1   作業種類 

    公共測量（農地の地区界測量） 

2   作業地域 

  多気郡多気町波多瀬 

 

 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 9 条第 1 項の規定により二級建築士の免許を取り消しましたので、同条

第 3 項の規定により公告します。 

  令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

1  免許の取消しをした年月日 

  令和 4 年 2 月 16 日 

2  免許の取消しを受けた建築士の氏名、二級建築士又は木造建築士の別及び登録番号 

  宮本 啓史 

  二級建築士 

  三重県知事登録第 10530 号 

3  免許の取消しの理由 

建築士法第 9 条第 1 項第 1 号の規定に基づく申請（上位資格取得）があったため 

 

 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条第 1 項の規定により許可しました開発行為に関する工事は、次

のとおり完了しました。 

令和 4 年 3 月 15 日 

三 重 県 知 事  一  見  勝  之   

工事完了年月日 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 許可を受けた者の住所及び氏名 
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令和 4 年 
3 月 3 日 

伊勢市中村町字桶子 325-60 ほか 32 筆 
伊勢市小木町 565-1 
株式会社大地開発 

代表取締役 大 南 畄伊子 

令和 4 年 
3 月 4 日 

三重郡川越町大字亀須新田字百坪 168-1 
三重郡川越町大字豊田一色 280 
川越町長 城 田 政 幸 

令和 4 年 
3 月 7 日 

桑名郡木曽岬町大字和泉 57-2 
桑名市高塚町 6 丁目 16-3 
大 橋 昂 太 

 

 

人 事 委 公 告 

 

 令和 4 年度三重県警察官Ａ採用候補者試験（1 回目）を次のとおり実施します。 

  令和 4 年 3 月 15 日 

三重県人事委員会委員長  竹  川  博  子   

1  試験区分及び採用予定数 

試 験 区 分 採 用 予 定 数 

警察官Ａ 

男性 約 37 名 

女性 約 10 名 

語学 
ポルトガル語 約 1 名 

スペイン語 約 1 名 

武道 

柔道 
男性 約 1 名 

女性 約 1 名 

剣道 
男性 約 1 名 

女性 約 1 名 

2  職務内容 

個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公共の

安全と秩序の維持に関する業務に従事します。 

3  給与 

この試験に合格し、採用された場合には、職員の給与に関する条例（昭和 29 年三重県条例第 67 号）等の規

定に基づく給料及び諸手当が支給されます。 

4  受験資格 

(1) 昭和 62 年 4 月 2 日以降に生まれた人（「男性」「武道（柔道）男性」及び「武道（剣道）男性」にあっては

男性、「女性」「武道（柔道）女性」及び「武道（剣道）女性」にあっては女性とします。）で、次に掲げる

もの 

ア  学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による大学（短期大学を除きます。）を卒業した人及び令和 5 年 3

月 31 日までに卒業する見込みの人 

イ  三重県人事委員会がアに掲げる人と同等の資格があると認める人 

(2) 次のいずれかに該当する人は受験できません。 

ア  日本の国籍を有しない人 

イ  地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 16 条に規定する欠格条項に該当する人 

5  第 1 次試験 

(1) 試験種目 

警察官Ａ（男性・女性） 教養試験、論文試験及び適性検査 

警察官Ａ（語学）    教養試験、専門試験Ⅰ、論文試験及び適性検査 

警察官Ａ（武道）    教養試験、実技試験、論文試験及び適性検査 

論文試験は、第 1 次試験日に行いますが、第 1 次試験合格者を対象に採点し、第 2 次試験として評価しま 

す。 

なお、特定の資格を有する人に資格加点があります。 
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(2) 試験日 

令和 4 年 5 月 8 日（日） 

(3) 試験会場 

三重県警察学校（津市高茶屋 4-36-9） 

6  第 2 次試験 

第 1 次試験合格者について次により行います。 

(1) 試験種目 

警察官Ａ（男性・女性・武道） 人物試験及び身体検査 

警察官Ａ（語学）       専門試験Ⅱ、人物試験及び身体検査 

(2) 試験日及び試験会場 

令和 4 年 6 月 14 日（火）から同月 30 日（木）までの指定する日 

第 1 次試験合格通知で指定する場所 

7  受験申込みの方法 

  申込みは原則としてインターネットに限り、三重県職員採用案内ホームページ 

（URL：http://www.pref.mie.lg.jp/saiyo/）から申し込んでください。 

8  受験申込の受付期間 

令和 4 年 3 月 15 日（火）から同年 4 月 13 日（水）正午までとします。 

なお、同年 4 月 13 日正午までに県サーバーへ記録がされたものまでを有効とします。 

9  採用 

この試験の合格者は、三重県警察官採用候補者名簿に登載され、その中から採用者が決定されます。 

採用の時期は、原則として令和 5 年 4 月 1 日の予定です。 

10 その他 

(1)  警察官Ａ（男性）については、この試験と同時に、大阪府の警察官（巡査）の採用候補者試験を共同で行

います。 

なお、大阪府の採用予定数は、約 5 名です。 

この試験の受験資格、受験手続、試験方法等の詳細については、三重県職員採用案内ホームページに掲載

の受験案内を参照してください。なお、受験案内は、三重県人事委員会事務局、三重県庁総合案内、各地域

防災総合事務所、各地域活性化局、三重県志摩建設事務所、三重県東京事務所、三重県関西事務所、三重県

警察本部警務部警務課及び三重県内の各警察署でも配布します。 

(2) この試験についての問い合わせは、三重県人事委員会事務局（〒514-0004 津市栄町 1 丁目 891 番地 三

重県勤労者福祉会館内 電話 059-224-2932）へしてください。 
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